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ＳＯＭＰＯホールディングスの概要

名 称

本 店 所 在 地

事業内容

損害保険会社、生命保険会社

その他の保険業法の規定により

子会社等とした会社の経営管理

およびこれに付随する業務

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社
（英文名称 ＳＯＭＰＯ Holdings, Inc.）

東京都新宿区西新宿１－２６－１

概 要 資本金 １，０００億円

設 立 ２０１０年４月１日

URL https://www.sompo-hd.com/



ＳＯＭＰＯホールディングスについて

国内損害保険事業

国内生命保険事業 介護・ヘルスケア事業

海外保険事業

経営理念

ＳＯＭＰＯホールディングスグループは、お客さまの視点で

すべての価値判断を行い、保険を基盤としてさらに幅広い

事業活動を通じ、お客さまの安心・安全・健康に資する

最高品質のサービスをご提供し、社会に貢献します。
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当社グループの目指す姿

『安心・安全・健康のテーマパーク』
へのトランスフォーメーションを通じて
新たな価値を創造することで、
レジリエントでサステナブルな社会の
実現を目指す
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グループＣＳＲビジョン

ＳＯＭＰＯホールディンググスグループは、未来に向けた対話を通じて
ステークホルダーと積極的にかかわりあいながら、高い倫理観のもと
国際的な行動規範を尊重し、気候変動や生物多様性などの環境問題、
人権やダイバーシティ、地域社会への配慮などを自らの事業プロセス
に積極的に組み込むとともに、社会に対して透明性の高い情報を
積極的かつ公正に開示していきます。

また、常に一歩先を見据えて、社会の安心・安全・健康に資する商品・
サービスの提供をすることで、ソリューションプロバイダーとしてレジリ
エントで持続可能な社会の実現に貢献していきます。

グループ
ＣＳＲ
ビジョン
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経営トップによる発信

リオの地球サミット・ジャパンデー

経団連ミッションの団長として当時の社長が参加

1992年

2012年

2016年

国連持続可能な
開発会議（リオ＋２０）

当時の会長がグループの
取組みを発表

2018年
生物多様性条約

第13回締約国会議（COP13）
生物多様性条約

第14回締約国会議（COP14）

現在の損保ジャパン日本興亜 会長が
経団連 自然保護協議会の会長として参加
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１

２

３

防災・減災
への取組み

健康・福祉
への貢献

地球環境問題
への対応

防災・減災に資する商品・サービスなどの提供やさまざまな
組織との協働プロジェクトを展開し、人々が安心・安全に
暮らせる社会の実現に貢献している。

質の高い介護・ヘルスケアサービスなどの提供や健康・
福祉の増進に資するプロジェクトを展開し、あらゆる人々
がよりよく生活できる社会の実現に貢献している。

気候変動への適応と緩和、生物多様性の保全などに
バリューチェーンで対処し、新しいソリューションを
提供することで、持続可能な社会の実現に貢献している。

社会貢献活動や地域の文化振興に資する活動などを通じ、

ステークホルダーからもっとも信頼される企業グループとして、
よりよいコミュニティ・社会の実現に貢献している。

基本的人権を尊重し、多様な個性を認め、ダイバーシティ
を推進することで、社員を含めたステークホルダーが活躍
できる社会の実現に貢献している。

①金融機能やデジタル技術などを活かした革新的な商品・サービスの提供
②人材育成を意識したＮＰＯ／ＮＧＯなどをはじめとするさまざまなステークホルダーとの連携
③継続的に支援し、培ってきた文化・芸術を通じた取組み

３つの重点アプローチ

目
指
す
姿

４
よりよい
コミュニティ・
社会づくり

５
ダイバーシティ
の推進・啓発

パリ協定やＳＤＧｓ等の国際動向を踏まえ、2016年に見直しを実施

グループＣＳＲ重点課題
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商品・サービスを通じた取組み①

・気候変動に脆弱な小規模農家を対象とする保険料が低廉な商品
（マイクロ インシュアランス）

・２０１５年に国連開発計画の「ビジネス行動要請（ＢｔＣＡ）」に認定

東南アジアでの気候変動への適応策

・気温、風量、降雨量などの天候指標が一定条件を満たした場合に、
損害調査を経ることなく迅速に保険金を支払う

・農業保険のグローバルプラットフォーム「Agri Sompo」を通じた展開を予定

＜タイの米農家における販売スキーム＞

天候インデックス保険
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・日本の「エコファンド」の先駆けとして、ＳＲＩ

【社会的責任投資】ファンドの普及・拡大へ取組み

・純資産残高約２７３億円（2018年4月末時点）

商品・サービスを通じた取組み②

・地方自治体の避難勧告などの発令に伴う費用負担を軽減し、

早期避難勧告を後押しする保険

と、気象情報や対応策の情報を

提供するサービス。

・２４０以上の自治体が導入済。

（2018年12月現在）

防災・減災費用保険

損保ジャパン・グリーン・オープン
愛称：ぶなの森

防災・減災やＥＳＧ投資を後押しする商品
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商品・サービスを通じた取組み③

・洋上風力発電設備の建設作業中および

洋上風力発電事業運営中の不測かつ突発的な事故

による発電設備の損害を補償

再生エネルギーの普及・拡大を後押しする商品

洋上風力発電事業者向け損害保険

風力発電に関わる各種リスク評価サービス

・計画段階における風力発電事業リスク診断サービス

・運転中の風力発電設備のリスク診断サービス

・風力発電施設のリスク評価モデル開発
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ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト

・市民の方に身近な自然環境に関心を持っていただく機会を提供する取組み

（ＮＰＯ等との協働）

・「Ｗｅｂ証券」等により削減できたコストの一部を原資として活動

・2011年～2018年3月末 ７３９回開催 ３７,４０９人参加

お客さま
（契約者）

損保ジャパン
日本興亜

各地域の
環境ＮＰＯ

（約４０団
体）

日本ＮＰＯ
センター

各地域の
ＮＰＯ支援
センター

（約３０団体）

参加

寄付

協働

調整・協議

市民参加

①選択する

②支援する

②支援する

③実施する

③実施する
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・大学生・大学院生を対象に環境分野のCSOで8か月のインターンシップを

経験できる制度

・2000年に開始。 １,０１４人が修了（2018年3月時点）。

ＣＳＯラーニング制度



・社員食堂・喫茶室への

レインフォレスト・アライアンス認証のコーヒー豆（サステナブルコーヒー）の導入

・プラスチック製の使い捨てコーヒーカップの提供を停止

（ストローは使用を控えるよう呼びかけ）

・社内フェアトレード販売会にて、レジ袋をなくし、マイバック持参を推奨。

必要に応じてデパート等の紙袋を再利用して提供。

ＳＤＧｓの社内浸透（具体的な取組み）
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社会への宣言・イニシアティブへの参画

・持続可能な開発を目指す企業約200社のCEO連合体

・国連グローバル・コンパクト（UNGC）、国連環境計画
（UNEP）、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）が設立
した気候変動への企業の役割向上を目指す
イニシアティブ

・2014年9月PRIの年次総会にて採択された、温室効果ガス削減に向けた取り組み

・2017年9月損保ジャパン日本興亜アセットマネジメントが署名

・損保ジャパン日本興亜は日本の金融機関唯一のメンバー
・Reporting MattersおよびRedefining Valueのboardメンバー

・UNEP FI（国連環境計画・金融イニシアティブ）TCFD保険ワーキングに参画

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

http://www.wbcsd.org/
http://www.wbcsd.org/
http://www.wbcsd.org/
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社外評価

http://www.wbcsd.org/
http://www.wbcsd.org/
http://www.wbcsd.org/
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まとめ

◆トップによる発信

◆当社グループの
「安心・安全・健康のテーマパーク」を実現して
いくことがＳＤＧｓ達成に繋がる
（経営戦略そのもの）
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◆イニシアティブへの率先参画による
リーダーシップの発揮

◆グループ横断による商品・サービスの提供
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ご清聴ありがとうございました。


